
 

富山県知事 様 
 

誓 約 書 
 

富山県一般公衆浴場光熱費高騰対策事業費補助金に関して、次のとおり誓約します。 
 

・ 様式第１号（第５条関係）その他提出した書類の記載事項は、事実と相違ありません。 

・ 補助金交付要綱に記載の申請要件を満たしています。補助金の支給後、申請要件に該 

当しない事実や不正等が発覚した場合は補助金の返還に応じます。また、指示された納 

期日までに返還しなかった場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じた延滞

金（補助金の額に年 10.95％の割合で計算した額）を支払います。 

・ 富山県から、検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。 

・ 申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、富山県暴 

力団排除条例第２条第１項に規定する暴力団、同条第２号に該当する暴力団員又は第６

条に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「密接関係者」と

いう。）に該当しません。また、上記の暴力団、暴力団員及び密接関係者は、申請事業者

の経営に事実上参画していません。 

  なお、このことを確認するために必要な事項を富山県警察本部刑事部組織犯罪対策課

長に照会することに同意します。 

 
 

   令和   年   月   日 
   

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地、個人事業主にあっては自宅の所在地） 

             〒 

事業者 

             名称 

 

代表者  役職 

     氏名 

     住所 

         〒 

 

     性別 

 生年月日 

 

※法人の代表者又は個人事業主が自署してください。 

※代表者の生年月日等が確認できる身分証明書等の写し（運転免許証、パ 

スポートなど）を送付してください。 

※いただいた個人情報は、富山県警察本部刑事部組織犯罪対策課長に照会

すること以外には使用しません。 



 

富山県知事 様 
 

誓 約 書 
 

富山県一般公衆浴場光熱費高騰対策事業費補助金に関して、次のとおり誓約します。 
 

・ 様式第１号（第５条関係）その他提出した書類の記載事項は、事実と相違ありません。 

・ 補助金交付要綱に記載の申請要件を満たしています。補助金の支給後、申請要件に該 

当しない事実や不正等が発覚した場合は補助金の返還に応じます。また、指示された納 

期日までに返還しなかった場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じた延滞

金（補助金の額に年 10.95％の割合で計算した額）を支払います。 

・ 富山県から、検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。 

・ 申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、富山県暴 

力団排除条例第２条第１項に規定する暴力団、同条第２号に該当する暴力団員又は第６

条に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「密接関係者」と

いう。）に該当しません。また、上記の暴力団、暴力団員及び密接関係者は、申請事業者

の経営に事実上参画していません。 

  なお、このことを確認するために必要な事項を富山県警察本部刑事部組織犯罪対策課

長に照会することに同意します。 

 
 

   令和  ５年  ５月 ２０日 
   

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地、個人事業主にあっては自宅の所在地） 

             〒○○○－○○○○ 

事業者  富山市○○町 567 番地 

             名称 株式会社富山 

 

代表者  役職 代表取締役 

     氏名 富山 一郎 

     住所 

         〒△△△-△△△△ 

富山市○○町 1234 番地 

性別 男 

 生年月日 昭和○○年○月○日 

 

※法人の代表者又は個人事業主が自署してください。 

※代表者の生年月日等が確認できる身分証明書等の写し（運転免許証、パ 

スポートなど）を送付してください。 

※いただいた個人情報は、富山県警察本部刑事部組織犯罪対策課長に照会

すること以外には使用しません。 

見本 

必ず代表者が自署記名
してください。（ゴム印
等は使用しないでくだ
さい。） 
 

名称、役職は法人
の場合のみ記入 

申請者が上半期と同じ場合は、誓約書を提出する必要はありません。 

 

代表者個人の住所を記
入して下さい。 
 

一緒に身分証明書
の写しを送付して
ください。 


